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 調査概要  

 

１ 調査の目的  

 この調査は、県民の人権に関する意識等の実態を把握し、人権・同和問題（部落差

別）の解決に向けて佐賀県人権教育・啓発基本方針に基づいた啓発活動等の内容検討

に資するための基礎資料を得ることを目的としています。 

 

２ 調査の設計  

（１）主な調査項目 

・社会的な風習についての考え方            （２問） 

・人権問題についての考え方             （１３問） 

・各種人権問題について               （２２問） 

・同和問題（部落差別）について           （３０問） 

・人権擁護に関する啓発活動について          （２問） 

 

（２）調査対象と調査の方法 

調 査 対 象   佐賀県に居住する 18 歳以上の男女 3,000 人 

抽 出 方 法   層化二段無作為抽出法 

調 査 方 法   調査票は郵送し、回答は調査票の返送又は専用ＷＥＢ 

    サイトからの回答とした。 

調 査 時 期   令和 3 年 10 月 7日～11月 30日 

有効回答者数   1,352 人（有効回答率：45.1％） 

 

（３） 報告書の見方 

・ 今回調査の比較に用いた全国調査は内閣府大臣官房政府広報室が実施した

「人権擁護に関する世論調査（平成 29 年 10 月調査）」及び法務省人権擁

護局が実施した「2019年度人権に関する意識調査（令和元年８月調査）」

に基づいています。また、前回調査とは、平成 25 年に実施した「人権に

関する県民意識調査」に基づいています。 

・ 「Ｎ」は、有効回答者数を表しています。 

・ M．T．（Multiple Total）は、複数回答の設問の場合、回答数の合計を回

答者数（N）で割った比率を表し、通常、この比率は 100％を超えます。 

・ 比率は小数点第２位を四捨五入しているため、合計が 100％にならないこ

とがあります。 
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 回答者の構成  

 

１．性別 ２．年齢別 

 

 

３．職業別 ４．地域別 

 

 

三神地域・・・鳥栖市、神埼市、吉野ヶ里町 

基山町、上峰町、みやき町 

佐城地域・・・佐賀市、多久市、小城市 

東松地域・・・唐津市、玄海町 

杵西地域・・・伊万里市、武雄市、有田町 

大町町、江北町、白石町 

藤津地域・・・鹿島市、嬉野市、太良町 

 

  

男性

44.5%女性

53.3%

その他

0.1%

無回答

2.1%

（N=1,352人）

18～29歳

5.2% 30～39歳

7.7%

40～49歳

17.2%

50～59歳

23.2%

60～69歳

26.6%

70歳以上

18.1%

無回答

2.1%

（N=1,352人）

5.6%
5.4% 自由業

0.9%

公務員

・教員

7.6%

勤め人（民間会社等）

31.5%

13.8%

学生

1.2%

12.5%

無職

16.8%

その他

2.2%

無回答

2.5%

農林漁業の

自営業者
商工・サービス

業の自営業者

臨時雇・

パートなど

主に家事に従事

（N=1,352人）

三神地域

21.2%

佐城地域

34.8%

東松地域

14.9%

杵西地域

17.9%

藤津地域

8.5%

無回答

2.7%

（N=1,352人）
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１ 社会的な風習についての考え方  

 

１．結婚式は「大安」が一番良いという風習  

 結婚式は大安が一番良いという風習については、「当然のことだと思う」が 34.0％

と最も高く、次いで「おかしいと思うが、自分だけ反対しても仕方がないと思う」

（25.9％）、「わからない」（25.4％）の順となっています。 

 

 

 

 

 

２．「友引」の日に葬式をしてはいけないという風習  

 友引の日に葬式をしてはいけないという風習については、「当然のことだと思う」

が 31.1%と最も高く、次いで「わからない」（27.8％）、「おかしいと思うが、自分

だけ反対しても仕方がないと思う」（26.3％）の順となっています。 

 

 

  

当然のこと

だと思う

34.0%

37.6%

おかしいと思うが、

自分だけ反対しても

仕方がないと思う

25.9%

28.8%

間違って

いると思う

13.6%

13.4%

わからない

25.4%

18.9%

無回答

1.1%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=1,352人）

前回調査

（N=1,004人）

今回調査

前回調査

当然のこと

だと思う

31.1%

37.5%

おかしいと思うが、

自分だけ反対しても

仕方がないと思う

26.3%

27.0%

間違って

いると思う

13.8%

14.3%

わからない

27.8%

19.5%

無回答

1.0%

1.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=1,352人）

前回調査

（N=1,004人）

今回調査

全国調査

今回調査

前回調査
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２ 人権についての考え方  

 

１．基本的人権は守られているか  

 基本的人権について、「よく守られていると思う」（8.7％）と「だいたい守られて

いると思う」（57.0％）を合わせた“守られている”は 65.7％となっており、反対

に「あまり守られていないと思う」は 27.3％となっています。 

 

 

 

 

 

２．人権・差別問題への関心度  

 人権・差別問題への関心度について、「関心がある」（25.5％）と「少し関心があ

る」（44.0％）を合わせた“関心を示す”は 69.5％となっており、反対に「あまり

関心が無い」（19.5％）と「関心が無い」（4.4％）を合わせた“関心を示さない”は

23.9％となっています。 

 

 

  

よく守られている

と思う

8.7%

11.1%

だいたい守られて

いると思う

57.0%

58.1%

あまり守られて

いないと思う

27.3%

25.0%

わからない

6.7%

4.7%

無回答

0.4%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=1,352人）

前回調査

（N=1,004人）

今回調査

全国調査

今回調査

全国調査

今回調査

全国調査

今回調査

前回調査

関心がある

25.5%

24.2%

少し

関心がある

44.0%

38.4%

あまり

関心が無い

19.5%

26.9%

関心が無い

4.4%

4.6%

わからない

6.0%

5.2%

無回答

0.5%

0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=1,352人）

前回調査

（N=1,004人）

今回調査

全国調査

今回調査

全国調査

今回調査

全国調査

今回調査

全国調査

今回調査

全国調査

今回調査

前回調査



5 
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３．関心がある人権問題  

関心がある人権問題については、「インターネットによる人権侵害」が 58.4％と最

も高く、次いで「障害者」（56.5％）、「子ども」（43.9％）、「女性」（42.2％）、「新

型コロナウイルス感染症に関する問題」（40.0％）、「高齢者」（33.4％）、「北朝鮮当

局によって拉致された被害者等」（26.9％）の順となっています。 

 
※「新型コロナウイルス感染症に関する問題」は前回調査及び法務省調査では項目なし。 

※「性的指向・性自認などの性の多様性」は前回調査では項目なし。 

※「特にない」は法務省調査では項目なし。   

58.4 

56.5 

43.9 

42.2 

40.0 

33.4 

26.9 

23.2 

22.6 

22.1 

21.4 

19.4 

16.9 

16.4 

14.1 

14.1 

11.8 

9.2 

1.4 

3.3 

43.1 

51.7 

37.0 

33.6 

43.5 

40.6 

25.4 

12.7 

23.4 

18.6 

17.7 

16.8 

23.8 

14.9 

15.8 

6.1 

1.4 

4.9 

42.7 

52.7 

39.8 

38.0 

30.0 

20.2 

26.5 

13.5 

21.3 

17.2 

11.4 

8.1 

13.8 

18.0 

13.2 

9.8 

9.6 

2.1 

0% 20% 40% 60% 80%

インターネットによる人権侵害

障 害 者

子 ど も

女 性

新型コロナウイルス感染症に関する問題

高 齢 者

北朝鮮当局によって拉致された被害者等

犯罪被害者等

外 国 人

同和問題（部落差別）

性的指向・性自認などの性の多様性

人身取引（性的搾取、強制労働等を

目的とした人身取引）

ホームレス

刑を終えて出所した人

東日本大震災に伴う人権問題

ハンセン病患者（元患者）等

HIV感染者（エイズ患者）等

アイヌの人々

その他

特にない

今回調査（N=1,352人）

M.T.=（497.3％）

前回調査（N=1,004人）

M.T.=（452.0％）

法務省調査（N=6,216人）

M.T.=（397.9％）

≪複数回答≫

人身取引（性的搾取、強制労働等を

目的とした人身取引）
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４．人権侵害について  

この５～６年の間に人権が侵害されるようなことは、「あまり変わらない」が

41.4％、「多くなってきた」が 27.0％、「わからない」が 16.3％となっています。 

 

５．「他人の迷惑を考えない人が増えてきた」という意見について  

他人の迷惑を考えない人が増えてきたという意見については、「非常にそう思う」

が 27.0％、「かなりそう思う」が 44.7％と７割を超える人が他人の迷惑を考えない

人が増えてきたと思っています。反対に「あまりそうは思わない」が 13.4％、「全く

そうは思わない」が 0.7％でした。 

 
６．人権問題について授業、講義等を受けたことがあるか  

人権問題について授業、講義等を受けたことがあるかは、「受けたことがある」が

47.9％と最も高く、次いで「受けたかどうか覚えていない」が 18.5％、「受けたこ

とはない」が 18.3％となっています。 

 

 

 

 

 

14.4%

16.4%

14.3%

41.4%

38.2%

50.8%

27.0%

27.0%

29.4%

わからない

16.3%

17.9%

5.6%

無回答

0.8%

0.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=1,352人）

前回調査

（N=1,004人）

内閣府調査

（N=1,758人）

少なく

なってきた

あまり

変わらない

多く

なってきた

今回調査

前回調査

内閣府調査

27.0%

37.7%

20.3%

44.7%

38.9%

51.8%

あまりそう

は思わない

13.4%

11.1%

23.6%

0.7%

0.6%

1.5%

わからない

13.5%

11.2%

2.8%

無回答

0.7%

0.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=1,352人）

前回調査

（N=1,004人）

内閣府調査

（N=1,758人）

非常に

そう思う

かなり

そう思う

全くそうは

思わない

今回調査

前回調査

内閣府調査

受けたことがある

47.9%

44.6%

受けたことはあるが、

どこで受けたか覚えが

ない

14.8%

7.7%

受けたかどうか

覚えていない

18.5%

19.0%

受けたことはない

18.3%

28.2%

無回答

0.5%

0.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=1,352人）

法務省調査

（N=6,216人）

今回調査

法務省調査
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７．これまで受けた人権問題についての授業、講義等  

これまで受けた学校、職場及び地域での、人権問題についての授業、講義は、「小

学校、中学校、高校、大学等の教育機関で受けた」が 69.0％と最も高く、次いで

「職場の研修で受けた」が 41.8％、「県や市町の講演会や講座で受けた」が 26.7％

となっています。 

 

 

※「県や市町の講演会や講座で受けた」は法務省調査の「市民対象の講演会や講座で受けた」と比較して 

いる。 

 

 

８．自分の人権が侵害されたと思ったことがあるか  

自分の人権が侵害されたと思ったことがあるかは、「思ったことはない」が 54.7％

と最も高く、次いで「思ったことがある」が 20.8％、「よく覚えていない」が

19.4％となっています。 

 

 

69.0 

41.8 

26.7 

2.2 

2.8 

77.0 

35.5 

12.7 

0.9 

4.6 

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

小学校、中学校、高校、大学等の教育機関

で受けた

職場の研修で受けた

県や市町の講演会や講座で受けた

法務省の人権擁護機関（法務局、人権擁護

委員による人権教室で受けた

その他の場所で受けた

今回調査（N=648人）

M.T.=（142.4％）

法務省調査（N=2,775人）

M.T.=（132.0％）

≪複数回答≫

法務省の人権擁護機関（法務局、人権

擁護委員）による人権教室で受けた

小学校、中学校、高校、大学等の教育

機関で受けた

思ったことはない

54.7%

58.5%

よく覚えていない

19.4%

16.3%

答えたくない

3.7%

1.5%

思ったことがある

20.8%

21.7%

無回答

1.4%

2.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=1,352人）

法務省調査

（N=6,216人）

今回調査
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９．自分の人権が侵害されたと思ったのはどのような場合か  

自分の人権が侵害されたと思ったのはどのような場合かは、「あらぬ噂、他人から

の悪口、かげ口」が 51.6％と最も高く、次いで「パワー・ハラスメント」が

31.7％、「職場での嫌がらせ」が 27.4％となっています。 

 

 

※「SNS 上での嫌がらせ、悪口書込み」は法務省調査では項目なし。 

 

51.6 

31.7 

27.4 

23.1 

22.4 

22.1 

21.7 

12.1 

12.1 

8.2 

7.8 

3.6 

3.2 

4.3 

48.3 

39.0 

31.9 

29.0 

24.9 

19.7 

20.2 

6.7 

11.8 

13.9 

7.4 

3.6 

6.7 

0% 20% 40% 60% 80%

あらぬ噂、他人からの悪口、かげ口

パワー・ハラスメント

職場での嫌がらせ

学校でのいじめ

名誉・信用のき損、侮辱

差別的取扱い

プライバシーの侵害

地域社会での嫌がらせ

セクシュアル・ハラスメント

暴力、脅迫、強要

ドメスティック・バイオレンス（配偶者

やパートナーからの暴力）

児童虐待

SNS 上での嫌がらせ、悪口書込み

その他

今回調査（N=281人）

M.T.=（251.2％）

法務省調査（N=1,351人）

M.T.=（263.8％）

≪複数回答≫

ドメスティック・バイオレンス

（配偶者やパートナーからの暴力）
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10．人権問題に関する相談窓口として知っているもの  

人権問題に関する相談窓口として、

どのようなものを知っているかは、「市

町の相談窓口」が 51.5％と最も高く、

次いで「県の相談窓口」（31.4％）、

「警察」（31.2％）、「弁護士会の相

談窓口」（22.9％）、「人権擁護委

員」（22.4％）、「法テラス」

（16.3％）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11．自分の人権が侵害された場合の対処  

自分の人権が侵害された場合の対処

については、「家族や親戚に相談する」

が 65.8％と最も高く、次いで「友人・

知人に相談する」（41.8％）、「県や市町

など行政に相談する」（37.6％）、「警察

に相談する」（26.4％）、「弁護士に相談

する」（24.5％）、「法務局や人権擁護委

員に相談する」（16.4％）の順となって

います。 

 

65.8 

41.8 

37.6 

26.4 

24.5 

16.4 

9.8 

3.0 

2.5 

1.3 

3.3 

64.7 

37.8 

36.2 

33.7 

31.6 

29.5 

12.8 

5.1 

4.3 

1.3 

3.8 

0% 20% 40% 60% 80%

家族や親戚に相談する

友人・知人に相談する

県や市町など行政に相談する

警察に相談する

弁護士に相談する

法務局や人権擁護委員に相談する

自治会・町内会役員や民生委員に相談

する

裁判所に訴える（訴訟を起こす）

新聞・テレビなどマスコミに訴える

その他

何もしないで我慢する

今回調査（N=1,352人）

M.T.=（232.2％）

前回調査（N=1,004人）

M.T.=（260.7％）

≪複数回答≫

自治会・町内会役員や民生委員に

相談する

51.5 

31.4 

31.2 

22.9 

22.4 

16.3 

15.7 

11.3 

4.6 

0.7 

24.1 

42.7 

22.7 

35.1 

24.2 

21.0 

12.5 

16.0 

12.2 

4.6 

1.9 

27.5 

0% 20% 40% 60% 80%

市町の相談窓口

県の相談窓口

警察

弁護士会の相談窓口

人権擁護委員

法テラス

法務局

民間の相談窓口

民間運動団体

その他

知らない

今回調査（N=1,352人）

M.T.=（232.1％）

法務省調査（N=6,216人）

M.T.=（221.6％）

≪複数回答≫
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12．差別意識  

①性別だけで定年に違いをつける 

性別だけで定年に違いをつけることについては、「差別だと思う」が 56.0％、「いち

がいに言えない」が 33.1％、「わからない」が 5.8％となっています。 

 

 

②両親のそろっている家庭の子を優先採用する 

両親のそろっている家庭の子を、そうでない家庭の子より優先して社員に採用する

ことについては、「差別だと思う」が 80.5％、「いちがいに言えない」が 13.5％、「わ

からない」が 3.4％となっています。 

 

 

③家柄の違いで結婚に反対する 

 家柄の違いで結婚を反対することについては、「差別だと思う」が 56.4％、「いちが

いに言えない」が 34.0％、「わからない」が 5.4％となっています。 

 

 

差別だと思う

56.0%

47.5%

4.1%

5.9%

33.1%

39.9%

わからない

5.8%

6.2%

無回答

1.0%

0.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=1,352人）

前回調査

（N=1,004人）

差別では

ないと思う

いちがいに

言えない

差別だと思う

80.5%

78.0%

1.9%

2.9%

13.5%

17.3%

わからない

3.4%

1.5%

無回答

0.7%

0.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=1,352人）

前回調査

（N=1,004人）

差別では

ないと思う

いちがいに

言えない

差別だと思う

56.4%

55.0%

3.3%

4.9%

34.0%

36.1%

わからない

5.4%

3.4%

無回答

1.0%

0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=1,352人）

前回調査

（N=1,004人）

差別では

ないと思う

いちがいに

言えない
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13．法律の認知度  

①「障害者差別解消法」 

「障害者差別解消法（障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律）」を知って

いるかについては、「知らない」が 62.3％と最も高く、次いで「法律の名前は聞いた

ことがあるが、内容までは知らない」が 26.2％、「知っている」が 10.9％となってい

ます。 

 

 

②「ヘイトスピーチ対策法」 

「ヘイトスピーチ対策法（本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた

取組の推進に関する法律）」を知っているかについては、「知らない」が 54.0％と最

も高く、次いで「法律の名前は聞いたことがあるが、内容までは知らない」が

32.5％、「知っている」が 13.1％となっています。 

 

 

③「部落差別解消推進法」 

「部落差別解消推進法（部落差別の解消の推進に関する法律）」を知っているかにつ

いては、「知らない」が 57.8％と最も高く、次いで「法律の名前は聞いたことがある

が、内容までは知らない」が 27.6％、「知っている」が 14.1％となっています。 

 

 

知っている

10.9% 26.2% 62.3%

無回答

0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=1,352人）

法律の名前は聞いた

ことがあるが、

内容までは知らない

知らない

知っている

13.1% 32.5% 54.0%

無回答

0.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=1,352人）

法律の名前は聞いた

ことがあるが、

内容までは知らない

知らない

知っている

14.1%

8.7%

27.6%

22.8%

57.8%

67.6%

無回答

0.4%

0.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=1,352人）

法務省調査

（N=6,216人）

法律の名前は聞いた

ことがあるが、

内容までは知らない

知らない
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３ 人権問題について  

 

１．女性の人権について  

 女性の人権について、問題が起き

ていると思われることは、「職場にお

ける差別待遇を受けること」が

66.9％と最も高く、次いで「セクシ

ュアル・ハラスメント」（63.8％）、

「男女の固定的な役割分担意識に基

づく差別的取扱いを受けること」

（58.7％）、「ドメスティック・バ

イオレンス」（57.2％）、「買春・

買春」（26.3％）の順となっていま

す。 

 

 

 

 

２．子どもの人権について  

 子どもの人権について、問題が起き

ていると思われることは、「いじめを

受けること」が 83.2％と最も高く、

次いで「虐待を受けること」

（79.5％）、「いじめ、体罰や虐待を

見て見ぬふりをすること」

（70.3％）、「貧困により、子どもの

教育や健康状態（身体的・精神的）に

格差が生じること」（60.8％）、「体罰

を受けること」（46.7％）の順となっ

ています。 

 

 

 

 

※「貧困により、子どもの教育や健康状態（身体的・精神的）に 

格差が生じること」は前回調査及び内閣府調査では項目なし。  

66.9 

63.8 

58.7 

57.2 

26.3 

14.6 

1.3 

4.2 

4.9 

48.2 

54.6 

44.6 

53.1 

23.4 

10.9 

1.4 

7.0 

6.7 

50.5 

42.9 

33.3 

35.6 

19.2 

10.0 

0.5 

11.4 

5.5 

0% 20% 40% 60% 80%

職場において差別待遇を受けること

セクシュアル・ハラスメント

男女の固定的な役割分担意識に基づく

差別的取扱いを受けること

ドメスティック・バイオレンス

売春・買春

「令夫人」「婦人」「未亡人」のよう

に女性だけに用いられる言葉

その他

特にない

わからない

今回調査（N=1,352人）

M.T.=（298.0％）

前回調査（N=1,004人）

M.T.=（249.8％）

内閣府調査（N=1,758人）

M.T.=（224.4％）

≪複数回答≫

男女の固定的な役割分担意識に

基づく差別的取扱いを受けること

「令夫人」「婦人」「未亡人」の

ように女性だけに用いられる言葉

83.2 

79.5 

70.3 

60.8 

46.7 

35.9 

31.1 

0.7 

1.2 

2.5 

79.9 

75.3 

67.0 

40.7 

35.4 

26.9 

1.1 

1.9 

2.5 

66.9 

62.6 

52.6 

31.1 

28.2 

28.3 

0.5 

3.8 

2.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

いじめを受けること

虐待を受けること

いじめ、体罰や虐待を見て見ぬふりを

すること

貧困により、子どもの教育や健康状態

（身体的・精神的）に格差が生じる…

体罰を受けること

児童買春・児童ポルノ等の対象となる

こと

学校や就職先の選択など自分の意見を

大人が無視すること

その他

特にない

わからない

今回調査（N=1,352人）

M.T.=（411.9％）

前回調査（N=1,004人）

M.T.=（330.7％）

内閣府調査（N=1,758人）

M.T.=（276.1％）

≪複数回答≫≪複数回答≫

いじめ、体罰や虐待を見て見ぬふり

をすること

貧困により、子どもの教育や健康

状態（身体的・精神的）に格差が

生じること

児童買春・児童ポルノ等の対象と

なること

学校や就職先の選択など自分の意見

を大人が無視すること
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３．高齢者の人権について  

 高齢者の人権について、問題が起き 

ていると思われることは、「悪徳商法、 

特殊詐欺の被害者が多いこと」が 

66.6％と最も高く、次いで「経済的に 

自立が困難なこと」（42.8％）、「病院 

や介護施設等において劣悪な処遇や虐 

待を受けること」（41.9％）、「働く能 

力を発揮する機会が少ないこと」 

（37.1％）、「高齢者が邪魔者扱いされ 

たり、避けられたりすること」 

（36.9％）の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

※「悪徳商法、特殊詐欺の被害者が多いこと」は前回調査及び内閣府調査の「悪徳商法の被害者が多いこと」と比

較している。 

※「高齢者が邪魔者扱いされたり、避けられたりすること」は前回調査の「高齢者が邪魔者扱いされ、つまはじきにさ 

れること」と比較している。 

 

４．障害者の人権について  

 障害者の人権について、問題が起 

きていると思われることは、「就職・ 

職場で不利な扱いを受けること」が 

58.8％と最も高く、次いで「職場、 

学校等で嫌がらせやいじめを受ける 

こと」（56.1％）、「差別的な言動を 

されること」（51.2％）、「じろじろ 

見られたり、避けられたりすること」 

（46.2％）、「結婚問題で周囲の反対 

を受けること」（38.5％）の順となっ 

ています。 

66.6 

42.8 

41.9 

37.1 

36.9 

29.7 

27.1 

19.5 

18.9 

0.7 

3.3 

5.0 

69.6 

47.9 

37.5 

48.8 

35.4 

27.2 

15.8 

22.5 

14.2 

1.1 

2.6 

2.3 

55.0 

37.8 

38.7 

32.7 

29.2 

29.5 

19.2 

18.0 

13.3 

0.3 

5.6 

2.4 

0% 20% 40% 60% 80%

悪徳商法、特殊詐欺の被害者が多いこと

経済的に自立が困難なこと

病院での看護や養護施設において劣悪な

処遇や虐待を受けること

働く能力を発揮する機会が少ないこと

高齢者が邪魔者扱いされたり、避けられ

たりすること

家庭内での看護や介護において嫌がらせ

や虐待を受けること

アパート等への入居を拒否されること

高齢者の意見や行動を尊重されないこと

差別的な言動をされること

その他

特にない

わからない

今回調査（N=1,352人）

M.T.=（329.5％）

前回調査（N=1,004人）

M.T.=（325.0％）

内閣府調査（N=1,758人）

M.T.=（281.8％）

≪複数回答≫

病院での看護や養護施設において

劣悪な処遇や虐待を受けること

高齢者が邪魔者扱いされたり、避けら

れたりすること

家庭内での看護や介護において嫌がら

せや虐待を受けること

58.8 

56.1 

51.2 

46.2 

38.5 

22.4 

21.7 

16.0 

13.7 

0.9 

3.3 

12.1 

55.5 

47.6 

46.1 

45.7 

36.8 

16.5 

22.2 

16.2 

13.6 

1.1 

3.5 

10.8 

49.9 

45.6 

48.7 

47.6 

26.7 

20.5 

15.7 

16.4 

14.1 

0.7 

7.1 

4.9 

0% 20% 40% 60% 80%

就職・職場で不利な扱いを受けること

職場、学校等で嫌がらせやいじめを受け

ること

差別的な言動をされること

じろじろ見られたり、避けられたりする

こと

結婚問題で周囲の反対を受けること

アパート等への入居を拒否されること

スポーツ・文化活動・地域活動に気軽に

参加できないこと

宿泊施設、店舗などへの入店や施設利用

を拒否されること

悪徳商法の被害者が多いこと

その他

特にない

わからない

今回調査（N=1,352人）

M.T.=（341.0％）

前回調査（N=1,004人）

M.T.=（315.6％）

内閣府調査（N=1,758人）

M.T.=（298.0％）

≪複数回答≫

職場、学校等で嫌がらせやいじめを

受けること

じろじろ見られたり、避けられたりす

ること

スポーツ・文化活動・地域活動に気軽

に参加できないこと

宿泊施設、店舗などへの入店や施設

利用を拒否されること
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５．外国人の人権について  

 外国人の人権について、問題が起き

ていると思われることは、「就職・職

場で不利な扱いを受けること」が

41.3％と最も高く、次いで「風習や

習慣等の違いが受け入れられないこ

と」（40.6％）、「差別的な言動をされ

ること」（35.9％）、「宗教的な配慮が

受けられないこと」（34.1％）、「職

場、学校等で嫌がらせやいじめを受け

ること」（30.9％）の順となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「宗教的な配慮が受けられないこと」は前回調査及び内閣府調査では項目なし。 
 

 

６．HIV 感染者（エイズ患者）等の人権について  

 HIV 感染者（エイズ患者）等の人権 

について、問題が起きていると思われ 

ることは、「わからない」が 40.2％と 

最も高く、次いで「結婚問題で周囲の 

反対を受けること」（37.4％）、「差別 

的な言動をされること」（35.7％）、 

「就職・職場で不利な扱いを受ける 

こと」（33.7％）、「治療や入院を断ら 

れること」（25.9％）の順となってい 

ます。 

 

37.4 

35.7 

33.7 

25.9 

14.9 

13.2 

12.1 

0.2 

5.0 

40.2 

45.4 

33.4 

36.1 

22.2 

16.4 

9.4 

13.2 

0.7 

5.1 

36.1 

48.9 

37.7 

34.5 

19.2 

15.4 

9.4 

10.1 

0.2 

8.2 

20.6 

0% 20% 40% 60% 80%

結婚問題で周囲の反対を受けること

差別的な言動をされること

就職・職場で不利な扱いを受けること

治療や入院を断られること

宿泊施設、店舗等への入店や施設利用を

を拒否されること

無断でエイズ検査等をされること

アパート等への入居を拒否されること

その他

特にない

わからない

今回調査（N=1,352人）

M.T.=（218.2％）

前回調査（N=1,004人）

M.T.=（217.9％）

内閣府調査（N=1,758人）

M.T.=（204.2％）

≪複数回答≫

宿泊施設、店舗などへの入店や施設利

用を拒否されること

41.3 

40.6 

35.9 

34.1 

30.9 

24.0 

23.7 

23.2 

9.5 

0.4 

6.1 

23.4 

22.7 

33.1 

18.3 

15.3 

19.5 

15.9 

15.6 

5.5 

0.9 

9.7 

28.7 

30.9 

41.3 

22.4 

20.6 

17.5 

24.6 

14.7 

7.9 

0.6 

13.8 

12.5 

0% 20% 40% 60% 80%

就職・職場で不利な扱いを受けること

風習や習慣等の違いが受け入れられない

こと

差別的な言動をされること

宗教的な配慮が受けられないこと

職場、学校等で嫌がらせやいじめを受け

ること

じろじろ見られたり、避けられたりする

こと

アパート等への入居を拒否されること

結婚問題で周囲の反対を受けること

宿泊施設、店舗等への入店や施設利用を

拒否されること

その他

特にない

わからない

今回調査（N=1,352人）

M.T.=（293.0％）

前回調査（N=1,004人）

M.T.=（185.3％）

内閣府調査（N=1,758人）

M.T.=（206.8％）

≪複数回答≫

風習や習慣等の違いが受け入れられない

こと

宿泊施設、店舗などへの入店や施設

利用を拒否されること

職場、学校等で嫌がらせやいじめを

受けること

じろじろ見られたり、避けられたりす

ること
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15 

７．ハンセン病患者（元患者）等の人権について  

ハンセン病患者等の人権について、

問題が起きていると思われることは、

「わからない」が 42.8％と最も高

く、次いで「結婚問題で周囲の反対を

受けること」（32.1％）、「ハンセン病

療養所の外で自立した生活を営むのが

困難なこと」（31.8％）、「差別的な

言動をされること」（31.4％）、

「就職・職場で不利な扱いを受けるこ

と」（30.6％）の順となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８．新型コロナウイルス感染症に関する人権侵害について  

新型コロナウイルス感染症に関する

人権侵害について、問題が起きている

と思われることは、「インターネット上

で誹謗中傷されたり、誤った情報を掲

載されたりすること」が 54.5％と最

も高く、次いで「地域社会での正しい

知識と理解が十分でないこと」

（50.1％）、「職場や学校、住居周辺等

で嫌がらせやいじめを受けたり、不当

な扱いを受けたりすること」

（49.1％）、「県外からの帰省者や旅行

者等が、嫌がらせを受けたり、不当な

扱いを受けたりすること」（42.9％）、

「治療や支援等の必要な情報が行き届

かないこと」（40.3％）の順となって

います。 

54.5 

50.1 

49.1 

42.9 

40.3 

38.8 

12.4 

0.9 

4.3 

9.6 

0％ 20％ 40％ 60％

インターネット上で誹謗中傷されたり、誤っ

た情報を掲載されたりすること

地域社会での正しい知識と理解が十分でない

こと

職場や学校、住居周辺等で嫌がらせやいじめ

を受けたり、不当な扱いを受けたりすること

県外からの帰省者や旅行者等が、嫌がらせを

受けたり、不当な扱いを受けたりすること

治療や支援等の必要な情報が行き届かないこ

と

個人情報やプライバシーが守られないこと

外国人であることをもって、不当な扱いをさ

れること

その他

特にない

わからない

今回調査（N=1,352人）

M.T.=（303.0％）

≪複数回答≫

インターネット上で誹謗中傷されたり、誤っ

た情報を掲載されたりすること

職場や学校、住居周辺等で嫌がらせやいじめ

を受けたり、不当な扱いを受けたりすること

県外からの帰省者や旅行者等が、嫌がらせを

受けたり、不当な扱いを受けたりすること

外国人であることをもって、不当な扱いを

されること

地域社会での正しい知識と理解が十分でない

こと

個人情報やプライバシーが守られないこと

治療や支援等の必要な情報が行き届かない

こと

32.1 

31.8 

31.4 

30.6 

27.7 

24.3 

16.8 

13.3 

12.8 

0.4 

3.6 

42.8 

31.8 

34.6 

29.1 

27.4 

23.7 

25.0 

14.2 

12.3 

14.7 

0.9 

4.3 

40.8 

28.2 

31.7 

29.0 

27.0 

24.4 

26.3 

12.0 

11.5 

12.2 

0.2 

9.9 

24.2 

0% 20% 40% 60% 80%

結婚問題で周囲の反対を受けること

ハンセン病療養所の外で自立した生活を

営むのが困難なこと

差別的な言動をされること

就職・職場で不利な扱いを受けること

職場、学校等で嫌がらせやいじめを受け

ること

じろじろ見られたり、避けられたりする

こと

治療や入院を断られること

アパート等への入居を拒否されること

宿泊施設、店舗等への入店や施設利用を

拒否されること

その他

特にない

わからない

今回調査（N=1,352人）

M.T.=（267.6％）

前回調査（N=1,004人）

M.T.=（258.8％）

内閣府調査（N=1,758人）

M.T.=（236.5％）

≪複数回答≫

ハンセン病療養所の外で自立した生活

を営むのが困難なこと

宿泊施設、店舗などへの入店や施設

利用を拒否されること

じろじろ見られたり、避けられたりす

ること

職場、学校等で嫌がらせやいじめを

受けること
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９．犯罪被害者等の人権について  

 犯罪被害者等の人権について、問題

が起きていると思われることは、「犯

罪行為によって精神的なショックを受

けること」が 67.2％と最も高く、次

いで「事件のことに関して、周囲にう

わさ話をされること」（62.9％）、「報

道によってプライバシーに関すること

が公表されたり、取材によって私生活

の平穏が保てなくなること」

（59.7％）、「警察に相談しても期待

どおりの対応が得られないこと」

（51.0％）、「捜査や刑事裁判におい

て精神的負担を受けること」

（42.6％）の順となっています。 

 

 

 

10．インターネットによる人権侵害について  

 インターネットによる人権侵害に関

し、起きていると思われる問題につい

ては、「他人を誹謗中傷する情報が掲

載されること」が 79.3％と最も高

く、次いで「ラインやツイッターなど

の SNS 等が犯罪を誘発する場となっ

ていること」（59.5％）、「他人に差別

をしようとする気持ちを起こさせた

り、それを助長するような情報が掲載

されること」（53.5％）、「プライバ

シーに関する情報が掲載されること」

（50.9％）の順となっています。 

 

 

 

 
 

 

※「リベンジポルノが行われていること」は前回調査では項目なし。 

※「ラインやツイッターなどの SNS 等が犯罪を誘発する場となっていること」は前回調査の「出会い系サイト等犯罪を 

誘発する場となっていること」、内閣府調査の「ラインやツイッターなどによる交流が犯罪を誘発する場となっている

こと」と比較している。  

79.3 

59.5 

53.5 

50.9 

37.6 

35.1 

28.9 

0.2 

1.5 

10.6 

68.6 

58.5 

46.4 

52.8 

32.4 

32.3 

1.3 

2.6 

11.6 

62.9 

49.0 

39.6 

53.4 

32.5 

32.0 

30.0 

0.2 

3.1 

14.9 

0% 20% 40% 60% 80%

他人を誹謗中傷する情報が掲載されるこ

と

ラインやツイッターなどのSNS 等が犯

罪を誘発する場となっていること

他人に差別しようとする気持ちを起こさ

せたりそれを助長するような情報が掲…

プライバシーに関する情報が掲載される

こと

リベンジポルノが行われていること

捜査の対象となっている未成年者の実名

や顔写真が掲載されること

ネットポルノが存在していること

その他

特にない

わからない

今回調査（N=1,352人）

M.T.=（357.0％）

前回調査（N=1,004人）

M.T.=（306.4％）

内閣府調査（N=1,758人）

M.T.=（317.7％）

≪複数回答≫

他人を誹謗中傷する情報が掲載される

こと

ラインやツイッターなどのSNS 等が

犯罪を誘発する場となっていること

プライバシーに関する情報が掲載さ

れること

捜査の対象となっている未成年者の実

名や顔写真が掲載されること

他人に差別しようとする気持ちを起こ

させたりそれを助長するような情報が

掲載されること

67.2 

62.9 

59.7 

51.0 

42.6 

41.3 

35.7 

0.5 

1.3 

13.0 

67.9 

60.9 

65.4 

50.3 

46.4 

38.4 

39.3 

0.9 

1.6 

10.4 

59.3 

59.8 

54.0 

46.5 

40.0 

33.0 

34.7 

0.3 

3.1 

7.2 

0% 20% 40% 60% 80%

犯罪行為によって精神的なショックを受

けること

事件のことに関して、周囲にうわさ話を

されること

報道によってプライバシーに関すること

が公表されたり、取材によって私生活…

警察に相談しても期待どおりの対応が得

られないこと

捜査や刑事裁判において精神的負担を受

けること

犯罪行為によって経済的負担を受けるこ

と

刑事手続に必ずしも被害者の声が十分反

映されているわけではないこと

その他

特にない

わからない

今回調査（N=1,352人）

M.T.=（375.2％）

前回調査（N=1,004人）

M.T.=（381.6％）

内閣府調査（N=1,758人）

M.T.=（338.0％）

≪複数回答≫

犯罪行為によって精神的なショックを

受けること

事件のことに関して、周囲にうわさ話

をされること

報道によってプライバシーに関するこ

とが公表されたり、取材によって私生

活の平穏が保てなくなること

警察に相談しても期待どおりの対応が

得られないこと

捜査や刑事裁判において精神的負担

を受けること

犯罪行為によって経済的負担を受け

ること

刑事手続に必ずしも被害者の声が十分

反映されているわけではないこと
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11．性的指向・性自認などの性の多様性に関する人権について  

性の多様性に関し、起きていると思

われる人権問題については、「職場、

学校等で嫌がらせやいじめを受けるこ

と」が 46.9％と最も高く、次いで

「差別的な言動をされること」

（45.3％）、「就職・職場で不利な扱

いを受けること」（37.8％）、「じろ

じろ見られたり、避けられたりするこ

と」（28.9％）の順となっていま

す。 

 

46.9 

45.3 

37.8 

28.9 

10.4 

7.5 

0.4 

4.7 

30.2 

0% 20% 40% 60% 80%

職場、学校等で嫌がらせやいじめを受け

ること

差別的な言動をされること

就職・職場で不利な扱いを受けること

じろじろ見られたり、避けられたりする

こと

アパート等への入居を拒否されること

宿泊施設、店舗等への入店や施設利用を

を拒否されること

その他

特にない

わからない

今回調査（N=1,352人）

M.T.=（212.1％）

≪複数回答≫

職場、学校等で嫌がらせやいじめを

受けること

じろじろ見られたり、避けられたりす

ること

宿泊施設、店舗等への入店や施設利用

をを拒否されること
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４ 同和問題（部落差別）について  

 

１．同和問題（部落差別）に関する認識について  

 同和地区・同和問題（部落差別）に関する認知状況は、「よく知っている」が

14.3％、「少し知っている」が 55.2％となっており、69.5％の人が程度の差こそあ

れ認知しています。反対に「知らない」は 28.8％となっています。 

 

２．同和問題（部落差別）の起源説  

 同和問題（部落差別）の起源については、「封建時代の権力者が、民衆を支配する

手段として政治的に利用した」が 38.9％と最も高く、次いで「わからない」

（22.4％）、「人の嫌がる職業に従事していた」（19.7％）となっています。 

 

３．同和問題（部落差別）に関して起きていると思う人権問題  

 同和問題（部落差別）に関し、起きてい 

ると思われる人権問題は、「結婚問題で周 

囲の反対を受けること」が 63.8％と最も 

高く、次いで「身元調査をされること」 

（44.6％）、「就職・職場で不利な扱いを 

受けること」（41.7％）、「差別的な言動を 

されること」（41.0％）の順となってい 

ます。 

※「えせ同和行為がなされること」は前回調査で 

は項目なし。 

よく知っている

14.3%

16.4%

少し知っている

55.2%

59.7%

知らない

28.8%

21.0%

無回答

1.8%

2.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=1,352人）

前回調査

（N=1,004人）

今回調査

前回調査

人の嫌がる職業

に従事していた

19.7%

19.1%

封建時代の権力者が、民衆

を支配する手段として政治

的に利用した

38.9%

51.7%

民族や人種が

違う

7.3%

6.5%

宗教が

違う

1.3%

1.3%

わからない

22.4%

19.4%

その他

1.8%

1.3%

無回答

8.6%

0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=939人）

前回調査

（N=764人）

今回調査

前回調査

63.8 

44.6 

41.7 

41.0 

27.8 

27.8 

19.9 

0.9 

2.8 

13.8 

57.3 

40.1 

34.4 

32.2 

15.7 

12.4 

1.3 

6.0 

22.1 

0% 20% 40% 60% 80%

結婚問題で周囲の反対を受けること

身元調査をされること

就職・職場で不利な扱いを受けること

差別的な言動をされること

インターネットを利用して差別的な情

報が掲載されること

えせ同和行為がなされること

差別的な落書きをされること

その他

特にない

わからない

今回調査（N=939人）

M.T.=（284.1％）

前回調査（N=764人）

M.T.=（221.6％）

≪複数回答≫

インターネットを利用して差別的な

情報が掲載されること
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４．同和問題（部落差別）についての考え方  

 同和問題（部落差別）についての考え方は、「人間の自由や平等に関わる問題なの

で、国民全体で考えるべきである」が 54.3％と最も高く、次いで「あまりさわが

ず、そっとしておくのがよい」（21.4％）、「わからない」（11.0％）の順となってい

ます。 

 

 

５．同和問題（部落差別）という言葉を聞いたことがあるか  

同和問題（部落差別）という言葉を聞いたことがあるかについては、「聞いたこと

がある」が 90.1％、「いずれも聞いたことがない」が 7.8％となっています。 

 

 

６．初めて部落差別又は同和問題の言葉を聞いた時期 

初めて部落差別又は同和問題の言葉を聞いた時期については、「６歳以上 12 歳未

満」が 29.6％と最も高く、次いで「18 歳以上」（21.3％）、「聞いたことはあるが、

聞いた時期は覚えていない」（20.5％）の順となっています。 

 

 

人間の自由や平等に関わる

問題なので、国民全体で

考えるべきである

54.3%

52.1%

同和地区の人々の問

題であるから自分に

は関係ない

0.5%

0.4%

あまりさわがず、

そっとしておくほう

がよい

21.4%

26.4%

特に関心が

ない

4.5%

5.8%

その他

2.3%

4.5%

わからない

11.0%

10.2%

無回答

6.0%

0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=939人）

前回調査

（N=764人）

今回調査

前回調査

今回調査

前回調査

聞いたことがある

90.1%

77.7%

いずれも聞いたことが

ない

7.8%

22.1%

無回答

2.1%

0.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=1,352人）

法務省調査

（N=6,216人）

今回調査

法務省調査

６歳未満

0.5%

0.8%

６歳以上

１２歳未満

29.6%

28.8%

１２歳以上

１５歳未満

17.1%

16.7%

１５歳以上

１８歳未満

10.2%

10.4%

１８歳以上

21.3%

22.3%

聞いたことはある

が、聞いた時期は

覚えていない

20.5%

19.3%

無回答

0.8%

1.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=1,218人）

法務省調査

（N=4,831人）

今回調査

法務省調査
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７．部落差別又は同和問題がどういう内容のものか知っているか  

部落差別又は同和問題の内容を知っているかについては、「知っている」が

21.1％、「なんとなく知っている」が 57.5％となっており、78.6％の人が“知って

いる”と回答しています。反対に「知らない」は 17.6％となっています。 

 

８．同和問題（部落差別）が不当な差別であることを知っているか  

同和問題（部落差別）が不当な差別であることを知っているかについては、「知っ

ている」が 86.6％と最も高く、次いで「知らない」（10.8％）、「部落差別は不当な

差別ではない」（1.5％）の順となっています。 

 

 

９．同和問題（部落差別）を認知したきっかけ  

 同和問題（部落差別）を初めて知った 

きっかけは、「学校の授業で教わった」が 

49.8％と最も高く、次いで「家族（祖父 

母、父母、兄弟等）から聞いた」 

（24.2％）、「テレビ・ラジオ・新聞・本 

等で知った」（23.6％）、「同和問題（部落 

差別）に関する集会や研修会で知った」 

（21.7％）の順となっています。 

 

 

知っている

21.1%

27.0%

なんとなく知っている

57.5%

59.1%

知らない

17.6%

13.9%

無回答

3.9%

0.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=1,218人）

法務省調査

（N=4,831人）

今回調査

法務省調査

知っている

86.6%

85.8%

知らない

10.8%

10.8%

部落差別は不当な差別で

はない

1.5%

2.2%

無回答

1.1%

1.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=957人）

法務省調査

（N=4,157人）

今回調査

法務省調査

49.8 

24.2 

23.6 

21.7 

12.0 

10.8 

7.0 

5.9 

5.2 

5.0 

3.1 

2.1 

44.4 

34.9 

28.0 

9.3 

8.1 

11.5 

10.3 

6.0 

7.2 

5.0 

2.3 

3.6 

0% 20% 40% 60% 80%

学校の授業で教わった

家族（祖父母、父母、兄弟等）から聞

いた

テレビ・ラジオ・新聞・本等で知った

同和問題（部落差別）に関する集会や

研修会で知った

県や市町の広報誌や冊子等で知った

職場の人から聞いた

友だちから聞いた

近所の人から聞いた

同和問題（部落差別）の問題は知って

いるが、きっかけは覚えていない

親戚の人から聞いた

法務省や法務局の啓発資料等で知った

その他

今回調査（N=957人）

M.T.=（170.5％）

法務省調査（N=4,157人）

M.T.=（171.5％）

≪複数回答≫

家族（祖父母、父母、兄弟等）から

聞いた

同和問題（部落差別）に関する集会

や研修会で知った

同和問題（部落差別）の問題は知っ

ているが、きっかけは覚えていない
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10．同和問題（部落差別）の被害を受けたり、そのような言動をしたことが 

あるか  

同和問題（部落差別）の被害を受けたり、そのような言動をしたことがあるかについ

ては、「ある」が10.2％、「ない」が88.6％となっています。 

 

 

11．同和問題（部落差別）の被害を受けたり、そのような言動をした場面、 

事例  

同和問題（部落差別）の被害を受け

たり、そのような言動をした場面、事

例については、「結婚や交際」が

49.0％と最も高く、次いで「同和地区

名の公表」（31.6％）、「悪口」

（30.6％）、「就職や職場」（22.4％）

の順となっています。 

 

 

 

 

 

12．同和問題（部落差別）に関して、インターネット上で人権侵害事例を 

見たことがあるか  

同和問題（部落差別）に関して、インターネット上で人権侵害事例を見たことがある

かについては、「インターネットを利用しているが、見たことはない」が 65.8％と最も

高く、次いで「インターネットを利用したことがない」（25.3％）、「見たことがある」

（7.2％）の順となっています。 

 

 

 

ある

10.2%

17.5%

ない

88.6%

81.5%

無回答

1.1%

0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=957人）

法務省調査

（N=4,157人）

今回調査

法務省調査

見たことがある

7.2%

10.8%

インターネットを利用

しているが、見たことは

ない

65.8%

64.2%

インターネットを利用し

たことがない

25.3%

23.1%

無回答

1.7%

1.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=957人）

法務省調査

（N=4,157人）

今回調査

全国調査

今回調査

法務省調査

今回調査

法務省調査

49.0 

31.6 

30.6 

22.4 

10.2 

9.2 

8.2 

8.2 

3.1 

58.0 

21.3 

34.2 

26.8 

8.1 

8.2 

5.9 

10.7 

2.1 

0% 20% 40% 60% 80%

結婚や交際

同和地区名の公表

悪口

就職や職場

インターネット上の書き込み

戸籍

落書き、貼り紙

その他

覚えていない

今回調査（N=98人）

M.T.=（172.4％）

法務省調査（N=728人）

M.T.=（175.8％）

≪複数回答≫
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13．同和問題（部落差別）に関して、インターネット上で見た人権侵害 

事例の内容  

同和問題（部落差別）に関して、イ

ンターネット上で見た人権侵害事例の

内容については、「同和地区名の公表」

が62.3％と最も高く、次いで「個人を

名指ししない集団に対する悪口」

（42.0％）、「個人を名指しした悪口」

及び「差別の呼びかけ」（ともに

21.7％）となっています。 

 

 

 

14．現在でも同和問題（部落差別）があると思うか  

現在でも同和問題（部落差別）があると思うかについては、「同和問題（部落差別）

はいまだにある」が74.5％、「同和問題（部落差別）はもはや存在しない」が 21.7％

となっています。 

 

 

同和問題（部落差別）は

いまだにある

74.5%

73.4%

同和問題（部落差別）は

もはや存在しない

21.7%

24.2%

無回答

3.8%

2.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=957人）

法務省調査

（N=4,157人）

今回調査

全国調査

今回調査

法務省調査

今回調査

全国調査

今回調査

法務省調査

今回調査

法務省調査

62.3 

42.0 

21.7 

21.7 

10.1 

41.4 

45.2 

27.4 

19.6 

9.1 

0% 20% 40% 60% 80%

同和地区名の公表

個人を名指ししない集団に対する悪口

個人を名指しした悪口

差別の呼びかけ

その他

今回調査（N=69人）

M.T.=（158.0％）
法務省調査（N=449人）

M.T.=（145.4％）

≪複数回答≫
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15．同和問題（部落差別）が残っているとすれば、その原因はどこにあると

思うか  

同和問題（部落差別）が残っているとすれば、その原因はどこにあると思うかについ

ては、「昔からある偏見や差別意識を、そのまま受け入れてしまう人が多いから」が

70.8％と最も高く、次いで「同和問題（部落差別）に関する正しい知識をもっていな

い人がいるから」（62.7％）、「地域社会や家庭において偏見が植え付けられることがあ

るから」（43.3％）、「落書きやインターネット上などで差別を助長する人がいるから」

（33.4％）の順となっています。 

 

 

 

 

 

70.8 

62.7 

43.3 

33.4 

27.1 

22.0 

17.4 

9.3 

4.3 

2.8 

0.0 

2.8 

75.0 

59.0 

48.4 

28.7 

27.9 

21.5 

17.4 

6.4 

3.6 

2.7 

0.3 

3.0 

0% 20% 40% 60% 80%

昔からある偏見や差別意識を、そのまま受け

入れてしまう人が多いから

同和問題（部落差別）に関する正しい知識を

もっていない人がいるから

地域社会や家庭において偏見が植え付けられ

ることがあるから

落書きやインターネット上などで差別を助長

する人がいるから

これまでの教育や啓発が十分でなかったから

「同和地区（の人）は怖い」という意識がま

だ残っているから

同和地区が行政から優遇されていたように感

じるから

教育や啓発をやり過ぎたから

道路や水道などのインフラ整備が十分でない

地域がまだ残っているから

その他

特にない

わからない

今回調査（N=713人）

M.T.=（295.9％）

法務省調査（N=3,050人）

M.T.=（294.1％）

≪複数回答≫

昔からある偏見や差別意識を、そのまま

受け入れてしまう人が多いから

同和問題（部落差別）に関する正しい知識

をもっていない人がいるから

地域社会や家庭において偏見が植え付け

られることがあるから

落書きやインターネット上などで差別を

助長する人がいるから

これまでの教育や啓発が十分でなかった

から

「同和地区（の人）は怖い」という意識が

まだ残っているから

同和地区が行政から優遇されていたように

感じるから

道路や水道などのインフラ整備が十分で

ない地域がまだ残っているから
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16．同和地区出身者に対する意識について  

①近所の人の場合 

近所の人が、同和地区の出身者であるか否か気になるかについては、「気にならな

い」が79.8％と最も高く、次いで「わからない」（17.1％）、「気になる」（2.6％）の

順となっています。 

 

 

②交際相手や結婚相手の場合 

交際相手や結婚相手が、同和地区の出身者であるか否か気になるかについては、「気

にならない」が60.2％と最も高く、次いで「わからない」（28.5％）、「気になる」

（11.0％）の順となっています。 

 

 

③求人に対する応募者や職場の同僚の場合 

求人に対する応募者や職場の同僚が、同和地区の出身者であるか否か気になるかにつ

いては、「気にならない」が81.1％と最も高く、次いで「わからない」（15.6％）、「気

になる」（3.1％）の順となっています。 

  

気になる

2.6%

4.5%

気にならない

79.8%

79.8%

わからない

17.1%

14.5%

無回答

0.4%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=957人）

法務省調査

（N=4,157人）

気になる

11.0%

15.8%

気にならない

60.2%

57.7%

わからない

28.5%

25.4%

無回答

0.3%

1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=957人）

法務省調査

（N=4,157人）

今回調査

法務省調査

気になる

3.1%

4.7%

気にならない

81.1%

81.0%

わからない

15.6%

13.2%

無回答

0.2%

1.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=957人）

法務省調査

（N=4,157人）

今回調査

法務省調査
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④親しくつき合っている職場の人や近所の人の場合 

日ごろから親しくつき合っている職場の人や近所の人が、同和地区出身の人であること

がわかったときは、「これまでと同じように、つき合いを続ける」が86.2％と最も高

く、次いで「わからない」（11.1％）、「表面的にはつき合うが、できるだけつき合いをさ

けていく」（2.4％）、「つき合いをやめてしまう」（0.1％）の順となっています。 

 

 

⑤子どもの友達の場合 

自分の子どもの友達が、同和地区出身の人であることがわかったときは、「これまでと

同じように、つき合いを続けさせる」が79.5％と最も高く、次いで「わからない」

（18.2％）、「できるだけつき合わないように、子どもに言って聞かせる」（1.9％）、「絶

対につき合わせないようにする」（0.2％）の順となっています。 

 

 

⑥親戚や親しい人の結婚相手の場合 

自分の親戚や親しい人の結婚しようとしている相手が、同和地区出身の人であることが

わかったときは、「本人の意思を尊重する」が79.6％と最も高く、次いで「わからな

い」（15.9％）、「自分はかまわないが、世間体があるからできれば結婚して欲しくない」

（3.1％）、「結婚することには反対である」（1.1％）の順となっています。 

 

 

これまでと同じ

ように、つき合いを

続ける

86.2%

表面的にはつき合うが、

できるだけつき合いを

さけていく

2.4%

つき合いを

やめてしまう

0.1%

わからない

11.1%

無回答

0.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=957人）

これまでと同じ

ように、つき合いを

続けさせる

79.5%

できるだけつき合わな

いように、子どもに

言って聞かせる

1.9%

絶対につき合わない

ようにさせる

0.2%

わからない

18.2%

無回答

0.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=957人）

本人の意思を

尊重する

79.6%

自分はかまわないが、

世間体があるからでき

れば結婚して欲しくない

3.1%

結婚することは

反対である

1.1%

わからない

15.9%

無回答

0.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=957人）
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⑦子どもの結婚相手の場合 

自分の子どもが結婚しようとしている相手が、同和地区出身の人であることがわかった

ときは、「本人の意思を尊重する」が72.9％と最も高く、次いで「わからない」

（18.7％）、「自分はかまわないが、世間体があるからできれば結婚させたくない」

（6.0％）、「絶対に結婚させない」（2.0％）の順となっています。 

 

 

本人の意思を

尊重する

72.9%

自分はかまわないが、

世間体があるからでき

れば結婚させたくない

6.0%

絶対に結婚

させない

2.0%

わからない

18.7%

無回答

0.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=957人）
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17．同和問題（部落差別）解決についての方策  

①講演会や研修会、地域懇談会、人権フェスティバルなどのイベント 

講演会や研修会、地域懇談会、人権フェスティバルなどのイベントについては、「参加

したことがない」が67.6％と最も高く、次いで「３回以上参加した」（16.7％）、 

「１～２回参加した」（15.4％）の順となっています。 

  

②市町村等の広報誌、パンフレット、掲示板（ポスター、看板等） 

市町村等の広報誌、パンフレット、掲示板（ポスター、看板等）については、「読んだ

り、見たりしたことはない」が42.8％と最も高く、次いで「１～２種類読んだり、見た

りした」（39.1％）、「３種類以上読んだり、見たりした」（17.3％）の順となっていま

す。 

  

③新聞、書籍、雑誌 

新聞、書籍、雑誌については、「読んだり、見たりしたことはない」が51.6％と最も

高く、次いで「１～２種類読んだり、見たりした」（35.5％）、「３種類以上読んだり、見

たりした」（11.8％）の順となっています。 

  

 

３回以上参加した

16.7%

8.8%

１～２回参加した

15.4%

10.5%

参加したことがない

67.6%

79.5%

無回答

0.3%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=957人）

法務省調査

（N=4,157人）

３種類以上読んだり、

見たりした

17.3%

8.9%

１～２種類読んだり、

見たりした

39.1%

27.4%

読んだり、見たりした

ことはない

42.8%

62.0%

無回答

0.7%

1.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=957人）

法務省調査

（N=4,157人）

３種類以上読んだり、

見たりした

11.8%

9.4%

１～２種類読んだり、

見たりした

35.5%

30.6%

読んだり、見たりした

ことはない

51.6%

58.6%

無回答

1.0%

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=957人）

法務省調査

（N=4,157人）
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④インターネット 

インターネットについては、「見たことはない」が84.0％と最も高く、次いで 

「１～２回見た」（9.8％）、「３回以上見た」（4.5％）の順となっています。 

  

⑤テレビ、ラジオ、映画、ビデオ 

テレビ、ラジオ、映画、ビデオについては、「見たり、聞いたりしたことはない」が

46.8％と最も高く、次いで「１～２種類見たり、聞いたりした」（39.0％）、「３種類以

上見たり、聞いたりした」（13.4％）の順となっています。 

 

 

３回以上見た

4.5%

5.0%

１～２回見た

9.8%

9.2%

見たことはない

84.0%

84.0%

無回答

1.7%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=957人）

法務省調査

（N=4,157人）

３種類以上見たり、

聞いたりした

13.4%

10.1%

１～２種類見たり、

聞いたりした

39.0%

35.7%

見たり、聞いたりした

ことはない

46.8%

52.8%

無回答

0.8%

1.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=957人）

法務省調査

（N=4,157人）
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18．同和問題（部落差別）の解決に必要なこと  

 同和問題（部落差別）の解決に必要

なことについては、「教育・啓発、相

談体制の充実などの施策を推進する」

が 51.6％と最も高く、次いで「職場

や地域社会でみんなが話し合えるよう

な環境を作っていく」（32.9％）、「マ

スメディア（テレビや新聞など）がも

っと問題を取り上げる」（27.3％）の

順となっています。 

 

 

 

 

 

 

19．同和問題（部落差別）を解消するために、学校教育や啓発をどのように 

すればよいか 

同和問題（部落差別）を解消するために、学校教育や啓発をどのようにすればよい

かは、「やるべきであるが、方法や内容を変えるべきである」が 36.3％と最も高く、

次いで「積極的に行うべきである」（21.4％）、「わからない」（16.3％）の順となっ

ています。 

 

 

20．同和問題（部落差別）の将来  

同和問題（部落差別）がこれからどうなると思うかについては、「近い将来解決すると思

う」が 15.5％、「いずれ解決すると思うが、大変長い期間を要すると思う」が 53.3％

と、いずれにしても“解決する”と思っている人は合わせて 68.8％に上っています。反

対に「どのようにしても解決はむずかしいと思う」は 13.9％となっています。 

 

積極的に

行うべき

である

21.4%

18.4%

やるべきであるが、

方法や内容を変える

べきである

36.3%

37.6%

今のままで

十分である

9.2%

8.4%

あまり

やらない

方がよい

9.4%

10.0%

やるべきで

ない

3.8%

3.4%

部落差別に

関する問題を

解消する必要

はない

0.4%

0.7%

その他

1.3%

1.4%

わからない

16.3%

19.4%

無回答

2.0%

0.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=957人）

法務省調査

（N=4,157人）

51.6 

32.9 

27.3 

21.2 

19.4 

12.2 

4.2 

2.5 

2.0 

11.6 

49.1 

25.3 

31.0 

15.2 

19.7 

13.9 

8.8 

1.4 

4.4 

13.2 

0% 20% 40% 60%

教育・啓発、相談体制の充実などの施策

を推進する

職場や地域社会でみんなが話し合えるよ

うな環境を作っていく

マスメディア（テレビや新聞など）が

もっと問題を取り上げる

被害者の救済を図る

自然になくなるのを待つ

どのようにしても差別はなくならない

効果的なものはない

部落差別に関する差別意識を解消する必

要はない

その他

わからない

今回調査（N=957人）

M.T.=（185.0％）

法務省調査（N=4,157人）

M.T.=（182.5％）

≪複数回答≫

教育・啓発、相談体制の充実などの

施策を推進する

職場や地域社会でみんなが話し合える

ような環境を作っていく

マスメディア（テレビや新聞など）が

もっと問題を取り上げる

部落差別に関する差別意識を解消する

必要はない

近い将来

解決すると思う

15.5%

いずれ解決すると思う

が、大変長い期間を

要すると思う

53.3%

どのようにしても

解決はむずかしい

と思う

13.9%

わからない

17.1%

無回答

0.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=957人）
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５ 人権擁護に関する啓発活動について  

 

１．人権擁護の効果的な啓発活動  

 人権啓発を推進するために、県民に

対して、どのような啓発広報活動が効

果的かについては、「テレビ・ラジオ

を利用した啓発広報」が 49.3％と最

も高く、次いで「講演会、シンポジウ

ム、研修会等」（32.8％）、「インター

ネットを利用した啓発広報」

（32.2％）、「新聞・雑誌を利用し

た啓発広報」（31.1％）、「広報

誌・パンフレット・ポスター」

（29.8％）の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．人権問題の解決策  

 今後、県は人権擁護に関し、どの 

ようなことに力を入れていけばよい 

かについては、「学校内外の人権教育 

を充実する」が 51.0％と最も高く、 

次いで「人権が侵害された被害者の救 

済・支援を充実する」（45.4％）、「人 

権意識を高め、人権への理解を深めて 

もらうための啓発広報活動を推進する」 

（43.1％）、「犯罪の取締りを強化する」 

（41.1％）、「人権課題に対応する専門 

の相談機関・施設を充実する」 

（32.0％）の順となっています。 

49.3 

32.8 

32.2 

31.1 

29.8 

19.2 

18.0 

16.2 

15.9 

13.6 

11.8 

1.5 

3.6 

16.1 

50.5 

39.7 

15.5 

33.4 

25.7 

19.1 

16.3 

18.5 

17.7 

16.7 

9.5 

2.4 

4.5 

12.8 

70.3 

31.7 

41.9 

41.8 

26.8 

24.3 

22.0 

19.1 

15.6 

17.9 

13.2 

1.7 

2.5 

3.8 

0% 20% 40% 60% 80%

テレビ・ラジオを利用した啓発広報

講演会、シンポジウム、研修会等

インターネットを利用した啓発広報

新聞・雑誌を利用した啓発広報

広報紙・パンフレット・ポスター

自由な意見の交換ができる会合

映画・ビデオを利用した啓発広報

高齢者・障害者等との交流会

高齢者・障害者疑似体験

交通広告（電車やバス等の車内広告や車

体広告、駅での広告等）

展示会（資料、写真等）

その他

特にない

わからない

今回調査（N=1,352人）

M.T.=（291.1％）

前回調査（N=1,004人）

M.T.=（282.5％）

内閣府調査（N=1,758人）

M.T.=（344.5％）

≪複数回答≫

交通広告（電車やバス等の車内広告

や車体広告、駅での広告等）

51.0 

45.4 

43.1 

41.1 

32.0 

29.7 

23.6 

22.3 

1.2 

2.4 

13.4 

55.2 

42.3 

45.5 

38.5 

28.9 

30.0 

21.9 

20.5 

1.6 

3.8 

9.9 

59.8 

44.0 

43.1 

33.0 

32.8 

38.6 

24.2 

27.0 

1.0 

2.0 

5.0 

0% 20% 40% 60% 80%

学校内外の人権教育を充実する

人権が侵害された被害者の救済・支援

を充実する

人権意識を高め、人権への理解を深め

てもらうための啓発広報活動を推進…

犯罪の取締りを強化する

人権課題に対応する専門の相談機関・

施設を充実する

地方自治体、民間団体等の関係機関と

連携を図る

人権に関する情報の収集及び提供を充

実する

人権侵犯事件の調査・処理や人権相談

に関する人員を充実する

その他

特にない

わからない

今回調査（N=1,352人）

M.T.=（305.0％）

前回調査（N=1,004人）

M.T.=（298.1％）

内閣府調査（N=1,758人）

M.T.=（310.6％）

人権が侵害された被害者の救済・支援

を充実する

人権意識を高め、人権への理解を深め

てもらうための啓発広報活動を推進

する

人権課題に対応する専門の相談機関・

施設を充実する

地方自治体、民間団体等の関係機関と

連携を図る

人権侵犯事件の調査・処理や人権相談

に関する人員を充実する

人権に関する情報の収集及び提供を

充実する

≪複数回答≫
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